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中国の住宅価格 鎮静化の兆し
住宅ローン規制や価格抑制策の強化が要因
 中国国家統計局が公表した主要70都市の新築住宅価格動向によると、上昇都市が前月から3都市減少。

 政府による住宅ローン規制の継続と、米中貿易摩擦の影響による個人消費の低迷が影響か。
 ＧＤＰは2四半期連続の低下。今後は、個人消費の拡大など不動産に頼らない内需の押し上げが重要か。

（審査確認番号 2019-TＢ326）

中国の住宅市場が落ち着きを取り戻しつつあるよ
うです。中国国家統計局は、毎月主要70都市の新
築住宅価格動向を発表しています。同局が公表した
最新の統計によれば、2019年10月は、前月比で住
宅価格が上昇した都市は50となり、前回から3都市
減少しました。上昇都市が減少するのは2019年
6月より5ヵ月連続となっています（図表1）。
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出所）図表1～3はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

過熱化する住宅市場を鎮静化するため、2016年後
半より地方政府が住宅ローン規制などの住宅価格抑
制策を強化したことから、住宅価格の上昇はいった
ん落ち着きを取り戻したものの、投機的な不動産投
資や中古住宅市場の活性化などを背景に、2018年
5月以降は再び上昇基調を強めていました。昨今の
住宅価格の下落は、政府による住宅ローン規制が続
いていることに加え、米中貿易摩擦の影響による個
人消費の低迷が住宅市場にも波及しているものと考
えられます（図表2）。

図表1：住宅価格の上昇都市が減少しつつある

図表2：個人消費の低迷が住宅市場に波及か

図表3：ＧＤＰ成長率の低下は2四半期連続

堅調な不動産市況などを背景に中国は成長を続け
てきましたが、足元では減速が鮮明となっています。
2019年7～9月期の実質GDP（国内総生産）成長
率は前年同期比でプラス6.0％となり、2四半期連
続の低下となりました（図表3）。不動産市況の低
迷は、今後さらなる成長率の低下を招くことが予想
されますが、中国は7月の中央政治局会議において
『不動産を短期的な景気刺激の手段としない』との
認識を示しています。11月の製造業購買担当者景
況感指数（ＰＭＩ）が拡大・縮小の節目となる50
を上回るなど、明るい兆しは見えるものの、今後の
持続的な経済成長には、個人消費の拡大や企業の設
備投資の活性化など、不動産に頼らない内需の押し
上げが重要になるとみられます。
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